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プライバ シーの権利の保護 に関す るアンケー ト調査への協力依頼

私たちは、プライバシーの権利や通信の秘密が手厚 く保障 され ることを求め、その観点か ら

デジタル技術時代における個人情報の取扱 いに慎重 さを求める市民団体や　NGOで す。 この

度、企業活動の中で、一般市民のプライバシーの権利が どのよ うに保障 され ているのか、実

態 を把握す るためにアンケー ト調査 を行いますので、是非 ご協力 ください。

2018年4月 に、私たちは、インターネ ッ トを使って大量の個人情報を取 り扱 う事業者に対

し、政府機関か ら利用者の個人情報開示請求を受けた場合 の対応 の実態を報告す る透 明性

レポー トを公表す るよ う要請 し、透 明性 レポー トを公表す ることに関す る方針について、ア
ンケー ト調査 を行いま した。13社 中5社 か ら回答があ り4社 のみが透 明性 レポー トを定期

的に公表 してお り1社 が検討 中との結果が得 られ、欧米 に比べて取 り組みの遅れている 日

本企業の実態が浮かび上が りま した。

個人データの大量収集 を可能 にする技術革新 と個人デー タの商取引や移転 によって、プラ

イバシーの権利侵害に対す る一般市民の危機感 は、この1年 で さらに高まった といえます。

日本はEUか らの個人データの移転 にあたって、本年1月 、 日本の個人情報保護の水準につ

いて 「十分性認定」 を うけま した。　GDPR(EU　 一般デー タ保護規則)は 、個人情報 について、

市民の自己情報 コン トロール権を明確 に規定 しています。その 目的の一つが、　GAFA　(Google,

Apple,　Facebook,　Amazon)に よる個人情報 の独 占、勝手な利用、プライバシー無視による情

報漏 えいな どの規制にあるといわれ ています。いまや、フェイスブ ックさえプライバシー重

視 を前面に うちださざるをえない状況にきています。プライバシー保護の問題 は、個人デー

タを取 り扱 うものに とって避 けて とお ることができません。

また、この間、日本 ではメディアが捜査機 関による 「捜査照会事項」を利用 した個人情報の

取得の問題 を取 り上げています。Tカ ー ドの運営会社は、捜査機関による 「捜査照会事項」

による利用者の個人情報の取得 を認 めていましたが、それを撤回 し、裁判所のだす 「令状」

な しには協力 をしないことにしま した。プライバシー保護問題は、日本 でも避 けてとお るこ

とはできません。

こ うした状況 を踏 まえ、今回のアンケー ト調査は、対象 をイ ンターネ ッ ト事業者だけでな く、

大量 の個人デー タを取 り扱 う幅広い業界 に広げます。 また調査 内容 も透 明性 レポー ト公表

の方針だけでな く、一般市民のプライバ シーの権利 と通信 の秘密 を守 る責任を果たすため

の具体的な方針及びその施行に主眼を置 くこととしました。アンケー ト調査の分析結果は、

後 日公表す ることといた します。回答 は6月30日 までに下記の連絡先 までご送付 ください。

なお、回答 に当たって ご質問等 ございま した ら、　privacyaction@protonmail.com　 まで、お

問合せ ください。

どうぞよろしくお願いいた します。

ア ン ケ ー ト調 査 回 答 送 付 先

郵 送:〒169-0051東 京 都 新 宿 区 西 早 稲 田1-9-19-207日 本 消 費 者 連 盟

メー ル ア ド レス:privacyaction@protonmail.　 com

フ ァ ッ ク ス 番 号:03-5155-4767
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回答用紙

1.貴 社 は、ユ ーザ ー のプ ライバ シー を保護 す るポ リシー を定 めて公 開 して い ます か。

(ア)ポ リシー を定 め、公 開 してい る。

公 開 され て い るサイ トへ の リンク:

(イ)ポ リシー を定 めては い るが、公 開 して いな い。

(ウ)ポ リシー を定 めてい ない。

2.上 記1で 「定 めてい る」 と回答 した場合 、 貴社 のポ リシー は、　EUが 昨年公 表 した

「General　 Data　 Protection　 Reguration(GDPR)」 　の基 準 に適 合 してい る よ り具

体 的 に は、　GDPRに おい てプ ライバ シー 権 の基本 原理 に据 え られ てい る 「自己情報 コ

ン トロー ル権 」 を承認 し、ユー ザー ・顧 客 の個人 情報 につ いて、 そ の取得 目的 、 第

三者 への 情報 提供 の有 無 ・範 囲、 自己情報 へ の ア クセ ス、 同意 の撤 回 可能性 等 を分

か りや す く説 明 した うえ で情 報 を取 得 して い る と考 えて い ます か。 そ うとは 考

え てい ない場 合 、 あるい は、上記1で 「定 めて いな い」 と回答 した場合 、今 後 、

GDPRの 基準 に適 合 した ポ リシー を定 め よ うと考 えてい ます か。

(ア)　GDPRの 基 準 に 「適合 してい る」 と考 え てい る。

(イ)　GDPRの 基 準 に 「適合 してい る」 とは考 えて いな い、 あ るい は これ まで 「ポ リシ

ー を定 めて いない」 が 、今後 、適 合す るポ リシー を定 める予 定で あ る。

(ウ)　GDPRの 基 準 に適 合す るポ リシー を定 め るか否 か を含 めて検討 中で あ る。

(エ)新 た に定 め る、 あ るい は改定す る予 定 は ない。

3.貴 社は、捜査機関から、令状な しに 「捜査照会事項」による顧客情報の提供 を求め ら

れた場合、 どのよ う内容方針で対処 してきましたか。

(ア)令 状がなければ応 じない。

(イ)令 状がない場合 には、ケースバイケースで対処す る。

説明 して ください

(ウ)令 状がなくとも、すべての照会に応 じる。

4.貴 社は、上記3以 外の公的機 関(例 えば税務署 、都道府県 ・市町村等)か ら、顧

客 ・ユーザーの個人情報の提供を求め られた場合、 どのような条件 のもとでな ら提

供 しますか(複 数の回答可)。

(ア)法 令で明確に義務付 け られた場合のみ。

(イ)提 供する前に、本人か ら個人情報提供についての承認 が得 られた場合。

(ウ)法 令 で明確に義務付け られ てはいない場合で も、プライバ シー保護 ポ リシーに基

づいて貴社が提供を必要 と判断 した場合。

説明 して くだ さい

(エ)サ ー ビス契約時に本人の同意を得た利用 目的に反 しない と貴社 が判断 した場合。

(オ)そ の他

説 明 して くだ さい 一

5.貴 社は、上記3、4以 外に、(1)商 業 目的で個人情報を第三者に提供 していますか。

(2)提 供 してい る場合、 どのよ うな条件の もとに提供 しています か(複 数の回答 可)。

(1)(ア)提 供 していない。(イ)提 供 してい る。

(2)提 供 してい る場合の条件

(ア)個 々の事案 ごとに本人に意思確認 をして同意が得 られた場合 のみ
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(イ)個 人情報取得時 に第三者提供にっいての本人の同意が得 られてい ると判 断 さ

れ る場合

(ウ)個 人情報の提供を受 ける第三者が貴社のプライバ シー保護 ポ リシーに基 づい

て個人情報を管理することが担保 できる場合。

(エ)そ の他

説 明 してください

6.「 捜査照会」問題を通 して、個人情報取扱事業者は個人情報を第三者 に提供 した場

合、そのことを開示すべきだ とい う意見が強まってきていますが、貴社は何 らかの

方法で開示 していますか。

(ア)本 人にその ことを通知 している。

(イ)本 人への通知 は していないが、社会一般 に対 して、透 明性 レポー トを定期的に公表

している。

①情報の提供 を求められた機関 ・事業別 に件数を公表 している。

②機関 ・事業の区別な く提供 した総件数 を公表 している。

*公 開 してい る場合 、そのサイ トへの リンクをご記入 ください。

(ウ)透 明性 レポー トを公表す る予定である。

(エ)公 表す る ・公表 しないを含めて、これか ら検討す る

(オ)本 人への通知 も透明性 レポー トも行っていない し、行 う予定もない。

L

7.貴 社は、顧客 ・ユーザーが貴社のサー ビス利用 を停止 した後、当該ユーザーの個人情報

を消去 しています か。

(ア)ユ ーザーがサー ビス利用 を停止 した後 も、個人情報は保持 し利用 している。

(イ)ユ ーザーがサー ビス利用 を停止 した後 も、一定期間、個人情報は保持 しているが利

用は していない。

(ウ)ユ ーザーがサー ビス利用を停止 した際に、個人情報 は消去 している。

(エ)そ の他

説明 して くだ さい
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プライバシーの権利の保護に関するアンケー ト調査対象企業リス ト

# 業界 企業名
2018年 調 査

回答の有無

2019年 調査

回答の有無

1 通信事業者 Apple　 Japan株 式 会社 有 無

2 通信事業者 グーグル合同会社 有 無

3 通信事業者 Oath　 Japan株 式会 社 有 無

4 通信事業者 日本マイクロソフ ト株式会社 無 無

5 通信事業者 KDDI株 式会社 無 有

6 通信事業者 ソフ トバンクグループ株式会社 無 無

7 通信事業者 株式会社NTTド コモ 無 無

8 通信事業者 株式会社インターネットイニシャティブ 無 無

9 ネッ トサービス 株式会社TSUTAYA 無 無

10 SNS系 アプリ Twitter　 Japan株 式 会 社 有 無

11 SNS系 アプリ Facebook　 Japan株 式 会 社 無 無

12 SNS系 アプリ L川E株 式会社 新 無

13 シ ョッピング通販 ヤフー株式会社 有 有

14 シ ョッピング通販 楽天株式会社 無 無

15 ショッピング通販 アマゾン ジャパン合同会社 新 無

16 ショッピング通販 株式会社ZOZO 新 無

17 ショッピング通販 CROOZ　 SHOPLIST株 式 会 社 新 無

18 ショッピング通販 イーベイ ・ジャパン合同会社(Qoo10運 営会社) 新 無

19 銀行 株式会社三菱UFJ銀 行 新 無

20 銀行 株式会社三井住友銀行 新 無

21 銀行 株式会社みずほ銀行 新 無

22 銀行 株式会社ゆうちょ銀行 新 無

23 ネ ッ トバンキング 株式会社イオン銀行 新 無

24 ネ ッ トバンキング 住信SBIネ ッ ト銀行株式会社 新 無

25 スマホゲーム Klab株 式会社 新 無

26 スマホゲーム 株式会社ミクシイ 新 無

27 スマホゲーム 株 式 会 社Co　bpla 新 無

28 ゲー ム会社 任天堂株式会社 新 無

29 広告業界 株式会社 電通 新 有

30 広告業界 株式会社 博報堂 新 無

31 広告業界 ビデオリサーチ 新 無

32 テ レビ局 NHK 新 無

33 テレビ局 日本テレビ 新 無

34 テ レビ局 TBSテ レビ 新 無

35 テ レ ビ局 テ レビ朝日 新 無

36 テ レビ局 テレビ東京 新 無

37 テ レビ局 フジテレビジョン 新 無

38 コピー機 シャープ株式会社 新 無

39 コピー機 富士ゼロックス株式会社 新 無

40 コピー機 コニカミノルタ株式会社 新 有

41 コピー機 キヤノン株式会社 新 無

42 コピー機 京セラ株式会社 新 無

43 コピー機 株式会社 リコー 新 無

44 コピー機 株式会社 東芝 新 無

45 カ ー ド 東日本旅客鉄道株式会社(ス イカ) 新 無

46 カ ー ド 株式会社パスモ 新 無

47 カ ー ド カルチュア ・コンビニエンス ・クラブ株式会社(Tポ イン トカー ド) 新 無

48 カ ー ド 株 式 会 社 セ ブ ン ・カ ー ドサ ー ビス(Nanacoカ ー ド) 新 無

49 カ ー ド 株 式 会 社 ロ ー ソ ン(Pontaカ ー ド) 新 有

50 警備会社 セコム株式会社 新 無

51 警備会社 綜合警備保障株式会社 新 無

」




